
　ファイントゥデイグループは、人権に関して「世界人権宣言」「経済的、
社会的及び文化的権利に関する国際規約」「市民的及び政治的権利に
関する国際規約」「労働における基本的原則及び権利に関する国際労働
機関（ILO）宣言」などの国際基準を重要なものと認識しています。また、
近年は強制労働や児童労働だけでなく、社会構造の変化や多様な価値
観に起因するハラスメントなど、人権課題への関心が世界的に高まって
います。これら課題の解決に向けて企業が果たすべき責任は重く、適切
な対応を怠ることは、深刻な企業リスクにつながる可能性があります。
　ファイントゥデイグループは、全ての事業活動は人権尊重の上に成り
立っていることを認識し、国連が定めた「ビジネスと人権に関する指導原
則」に基づいて「ファイントゥデイグループ 人権方針」を制定しています。
また、当社グループのマテリアリティにも「人権の尊重」を掲げているほ
か、「ファイントゥデイグループ 倫理行動指針」（→P64）でも、あらゆる差
別や虐待、モラルハラスメントを絶対に行わず、決して許さないことを定
めています。

基本方針

人権の尊重

ファイントゥデイグループ 人権方針（前文）

　私たちファイントゥデイグループは、私たちの社会における存在意義
である「パーパス」、大切にする価値観「バリュー」に従って、わたしたち
の事業活動のバリューチェーンに関連する全てのステークホルダーの人
権を尊重することを約束します。
　私たちが提供する日用品は、世界中の生活の隅々にまでいきわたり、
衛生環境の改善や心身の健康を増進することで、人々のウェルビーイン
グを促進します。そのため、私たちは、社会の持続的な発展への貢献と、
イノベーションを推進するため、ステークホルダーとの協力や多様性を
受容する文化を重要と考えています。
　一方、製品ライフサイクルのなかで様々な負の影響を与えうることも
認識しています。私たちは日用品の提供者としての責任を追及するため、
社員、生活者、地域社会、ビジネスパートナー、サプライヤーをはじめ、
バリューチェーンにおいて関わる、すべての人々の人権を尊重します。

Web サイト ファイントゥデイグループ 人権方針
https://www.finetoday.com/jp/sustainability/esg-list/

社会
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人権の尊重

社会

　ファイントゥデイグループは、サプライチェーンにおける人権デュー・
ディリジェンスを段階的に進めています。
　ファイントゥデイでは、2023 年 3 月に全従業員を対象としたアンケート
調査を実施しました。このアンケート結果を分析し、グループ各事業の
人権に関する課題を抽出しました。
　特定した重点人権リスクに対しては、個別対策チームが対応すべき課
題とKPI を策定しました。2024 年度には、4つのKPI を設定し、広告表現
チェックの運用改善などの取り組みを進めました。

人権デュー・ディリジェンスの実施

　「サステナビリティ委員会」の下に、全社横断の「人権ワーキンググルー
プ（WG）」を設置し、ファイントゥデイグループの各部門に対して人権尊
重を促しています。同WGは従業員の人権意識を高めることを目的とし、
現場における人権課題の抽出や、各部門での啓発活動を行っています。
　併せて、人権デュー・ディリジェンスの実務として、当社グループの重
点人権リスクに対する是正措置を実行するため、個別対策チームを新設
しました。リスクへの対応方針やリスク回避のための運用改善などにつ
いて議論しています。

人権マネジメントシステム
実施時期 テーマ

2024 年度における人権 WG での研修・対話テーマ

職場における人権課題

セクシュアルハラスメント

LGBTQ+/SOGI

ビジネスと人権

2024 年 3 月

2024 年 5 月

2024 年 9 月

2024 年 11 月

人権リスクヒートマップ人権マネジメント体制図

事務局：
ステークホルダー・リレーションズ本部／人事本部

人権 WG

取締役会

マネジメント会議

（株）ファイントゥデイ
インダストリーズ

APAC
HR ／総務

中国
HR ／総務 人事本部 ブランド統括本部 日本事業本部

年次報告
年次報告

年次報告

経営企画管理部 バリューデリバリー
本部 R&D 本部

サステナビリティ委員会

発生可能性
低 中 高

深
刻
度
中

低

高
● 製品開発における

人権侵害（ヒト試験）

● 労働安全衛生
● 消費者への原材料などの

情報提供不足
● 個人情報漏洩

● 結社の自由・団体交渉権

● サプライチェーンにおける
強制労働、地域住民の
人権侵害など

● 国籍による差別
● ハラスメント
● 長時間労働
● 広告表現を通じた人権侵害

● 性別による差別
● その他の差別
（宗教、障がいの有無など）
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社会

　ファイントゥデイグループは、「ファイントゥデイグループ 倫理行動指
針」（→P64）で、人種や性別、年齢、国籍、宗教、障がいなどを根拠とす
るあらゆる差別や虐待、またセクシュアルハラスメントやパワーハラス
メントを絶対に行わないこと、決して許さないことを定めています。
　このような行為があった場合、「グループ社内ホットライン」「監査等委
員会窓口」または「グループ社外ホットライン」に通報することが可能で
す。これら3つのホットラインは、ハラスメントのほか法令違反やその他
の社会的信用を失う事例に関する通報を受け付けており、海外のグルー
プ会社を含むグローバルの全従業員が利用できます。寄せられた通報・
相談に対しては、通報者に不利益が生じることがないよう配慮しながら、
窓口担当部門が対応しています。
　なお、社外ステークホルダーの相談受付については、適切な周知を
行いつつ、運用の実効性を高めていきます。

救済窓口

グループ社内ホットライン

監査等委員会窓口
● 匿名での相談・通報が可能です。

● 雇用契約形態を問わず利用できます。

● 通報者が不利益を被ることはありません。
グループ社外ホットライン

フリーランス相談窓口

ハラスメントについての通報窓口

　国籍による差別やハラスメントに対する防止策として、全従業員向けの
「人権研修」「倫理・コンプライアンス研修」を実施しています。2024年度は

グループ全体で受講率100%を達成しました。なお、FT Industries Vietnam 
Co., Ltd.は2025年6月まで研修受講期間を延長し終了しました。

　ファイントゥデイグループと取引のある全てのサプライヤーに対し、当
社グループが定めるサプライヤー行動基準を遵守することを契約書に盛
り込んでいます。
　また、EcoVadis などの第三者機関を通じてサプライヤーにおける人
権対応状況の把握と情報の更新を進めることで、透明性の向上に努め
ていきます。

人権課題への取り組み

人権に関する教育・研修

サプライチェーンにおける人権侵害の防止

重点人権リスクへの取り組みとKPI

リスク内容 取り組みの方向性 KPI 2024 年度 関係部門

● サプライヤーのEcoVadis 受審を含むサプライヤーマネ
ジメント推進計画の検討

● 必要に応じたガイドラインの見直し

人権研修受講率  100%
（グループ全体）

サプライチェーンにおける強制
労働、地域住民の人権侵害など

ハラスメント研修受講率  100%
（グループ全体）

● 海外拠点での国籍による差別を含む人権教育の実施

● 国内外でのハラスメント研修の継続実施
● 通報窓口の周知

● 法令上の労働時間の遵守

● 広告表現のチェック体制・プロセスの見直し
● 海外での広告表現リスクの状況を踏まえた研修の検討

● これまで通り、ヒト試験についてヒト試験倫理委員会
を中心とした対応を継続

検討中 ー（検討中）

100%

100%

0 件

100%

バリューデリバリー本部
ステークホルダー・リレーションズ本部

ステークホルダー・リレーションズ本部
人事本部

ステークホルダー・リレーションズ本部
人事本部

人事本部

ブランド統括本部
日本事業本部
経営企画管理部

法令抵触発生  0 件

広告表現チェック実施率  100%

ー（確認、継続） ー（確認、継続）

ハラスメント

長時間労働

製品開発における人権侵害
（ヒト試験）

広告表現を通じた人権侵害

国籍による差別

人権の尊重
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